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　　　　　　　　　　　　　　　　区　分　 　　　　歳　　　　　　　　　　入　　　　 　　　　歳　　　　　　　　　　出　　　　

　 う  ち  繰  入  金            　　

　会  計  別　　　　　　　　 予 算 額 繰入もとの会計  予 算 額  繰出先の会計  予 算 額

　　　　　　　　　　　　 千円 　　　　　　　　 千円 千円 　　　　　　　　 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 国民健康保険事業 1,214,736

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 後期高齢者医療事業 514,012

一 般 会 計 55,900,000 55,900,000 介 護 保 険 事 業 2,061,410

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 用地先行取得事業 234,632

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 中央北地区土地区画整理事業 590,645

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　

国民健康保険事業 15,172,345 一 般 会 計 1,214,736 15,172,345 　　　　　　　　 　　　　　　

後期高齢者医療事業 3,420,941 〃 514,012 3,420,941 　　　　　　　　 　　　　　　

介 護 保 険 事 業 13,621,931 〃 2,061,410 13,621,931 　　　　　　　　 　　　　　　

用地先行取得事業 758,127 〃 234,632 758,127 　　　　　　　　 　　　　　　

中央北地区土地区画整理事業 1,112,205 〃 590,645 1,112,205

　　　　　　　　 　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　  A 　　　　　　　　　　　　　　 　　　  　C 　　　　　　　　 　　　　　　

　　合　　　　計            　　89,985,549 4,615,435 89,985,549 4,615,435

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　　B 　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　D

　　重　 複　 額          　　─ 　　　　　　　　 4,615,435 　　　　　　 　　　　　　　　 4,615,435

　　　　　　　　　　　　 A-B 　　　　 　　　　　　　　　　　　　　  C-D 　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　

　　純　　　　計            　　85,370,114 　　　　　　　　 ─ 85,370,114 　　　　　　　　 ─

 予 算 額 

　　 う  ち  繰  出  金            　　

令和２年 度 各 会 計 別 予 算 総 括 表

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計
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頁 頁

市 税 議 会 費

地 方 譲 与 税 総 務 費

利 子 割 交 付 金 民 生 費

配 当 割 交 付 金 衛 生 費

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 労 働 費

法 人 事 業 税 交 付 金 農 林 業 費

地 方 消 費 税 交 付 金 商 工 費

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 土 木 費

環 境 性 能 割 交 付 金 消 防 費

国有提供施設等所在市町村助成交付金 教 育 費

地 方 特 例 交 付 金 災 害 復 旧 費

地 方 交 付 税 公 債 費

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 予 備 費

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

自 動 車 取 得 税 交 付 金

索　　　　　　　　　　　引

歳　　　入 歳　　　出

科          目 科          目
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予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報酬 給料

期末手当
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
率（月分）

本年度

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

前年度

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

比　較

長 等 △ 210 △ 210

議 員 △ 2,667 △ 1,872

その他の
特 別 職

△ 415,857
△ 172,168

△ 588,025 △ 222,459 △ 810,484

計 △ 415,857 △ 171,373 △ 587,230 △ 225,336 △ 812,566

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度

前年度

比　 較
(△ 5)

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度

前年度

比　 較 △ 901 △ 3,866 △ 217 △ 28,363

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当
期末勤勉

手当
児童手当 合計

本年度

前年度

比　 較
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　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

給与改定の状況

給料の改定率　　０．１％

平均昇給率  1.5％

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

地域手当 給料の増額に伴うはねかえり

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

（３）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　明 備　　　　　考

給　　料 給与改定に伴う増減分

前年度
実施時期　平成３１年４月

昇給に伴う増加分

その他の増減分 予算定数増減等に伴う増減分

991人 (33人)

962人 (38人)

29人 (△5人)

職員手当等 給与改定に伴う増減分

制度改正に伴う増減分 △ 10,651

△ 10,651

その他の増減分 予算定数増減等に伴う増減分

令和２年１月１日
現　　　　在

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平　均　年　齢（歳）

区　　　　　　分

平成３１年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平　均　年　齢（歳）

一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職 教育・保育職

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度

前年度

比　 較

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

本年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

合計

本年度

比　 較

前年度

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 児童手当

前年度

比　 較
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イ　初任給

（単位　円）

～ ～

ウ　級別職員数

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員）［外書き］

（級別の標準的な職務内容）

職員数
（人）

構成比
（％）

国 の 制 度

一般行政職
区　　分 一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職 教育・保育職

高　校　卒

大　学　卒

短　大　卒

年齢

１８歳

２８歳

区　　分 級

一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

令和２年
１月１日現在

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

計

平 成 ３１ 年
１月１日現在

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

計

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

一般行政職 事務員・技術員 主事・技師 主任 主査 課長補佐 課長・副部長 部長

教育・保育職
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）は、再任用職員の支給率

※「　　」は、課長補佐級以上の支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

区　　　　　　　分 合　　計 一般行政職 技能労務職 消防職 看護保健職 教育・保育職

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

号給数別内訳

２号給（人）

６号給（人）

４号給（人）

８号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

その他（人）

前
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

号給数別内訳

２号給（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

４号給（人）

６号給（人）

８号給（人）

その他（人）

区　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　　考
６月（月分） １２月（月分）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

本  年  度 有「2.225」

前  年  度 有

国の制度 有

区　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

定年前早期
退職に対し

２％～４５％加算

備　　考

支給率等
定年前早期
退職に対し

２％～３０％加算

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域 川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

国の制度
（支給率等）

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

「2.225」 「4.45」
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ク　特殊勤務手当

業務手当、出動手当、夜間特殊勤務手当、年末年始特別勤務手当

ケ　その他の手当

区　　　　分 全職種 一般行政職

（令和２年１月１日現在）

技能労務職 消防職 看護保健職 教育・保育職

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

通勤手当 一部異なる

交通機関利用者：国と同じ。

交通用具利用者：距離区分の限度、支給額とも異なる。最高支給限度額について国は60km
　　　　　　　　　　　以上31,600円であるが、本市は50km以上32,800円。

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　分 国の制度との異同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶養手当

住居手当 異なる

借家居住者：家賃区分、支給額とも異なる。最高支給限度額について国は28,000円であるが、
　　　　　　　　本市は27,000円。

自宅居住者：国は支給なしであるが、本市は2,100円（新築又は購入し償還金がある者８年間
　　　　　　　　4,600円）。

同　 じ
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予算説明資料２

（議決済分）

　04　衛生費

　03　清掃費

平成30年度 令和元年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

30 478,488 478,400 88 100,000 378,488 478,488 42.6%

1 555,352 555,300 52 555,352 555,352 49.4%

2 90,234 90,200 34 90,234 90,234 8.0%

計 1,124,074 1,123,900 174 100,000 933,840 90,234 1,124,074 100.0%

 10　教育費

 03　中学校費

平成30年度 令和元年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

1 16,000 16,000 16,000 16,000 80.0%

2 4,000 4,000 4,000 4,000 20.0%

計 20,000 20,000 16,000 4,000 20,000 100.0%

（今回議決分）

 02　総務費

 01　総務管理費

平成30年度 令和元年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

2 263,655 263,600 55 263,655 263,655 61.1%

3 167,745 125,900 41,845 167,745 38.9%

計 431,400 389,500 41,900 263,655 263,655 167,745 100.0%

庁舎維持管理事業（本庁舎外壁等改修及び1階市民ホール天井等非構造部材落下防止対策工事）

中学校給食実施準備事業（中学校給食センター整備・運営PFIアドバイザリー業務委託） 　（単位：千円）

　（単位：千円）

継続費についての平成３０年度末までの支出額、令和元年度末までの支出額又は支出額の見込み
及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

　（単位：千円）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

（款）

（項）

（事業名） 　清掃事務所整備事業（清掃事務所整備工事及び工事監理委託）

特 定 財 源
一 般 財 源

（事業名）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

（款）

（項）

（事業名）

全 体 計 画

（款）

（項）

備考
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 02　総務費

 01　総務管理費

平成30年度 令和元年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

2 54,280 54,200 80 54,280 54,280 36.1%

3 95,920 95,900 20 95,920 63.9%

計 150,200 150,100 100 54,280 54,280 95,920 100.0%

 03　民生費

 03　児童福祉費

平成30年度 令和元年度 当 該 当 該 翌 年 度 継続費の

年 末 ま で の 末 ま で の 年 度 年 度 末 以 降 総 額

年 割 額 支 出 済 額 支 出 支 出 ま で の 支 出 に対する

度
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他 (見込 )額 予 定 額 支出予定額 予 定 額 進 捗 率

2 100,000 9,177 78,800 12,023 100,000 100,000 15.1%

3 563,238 82,226 408,100 72,912 563,238 84.9%

計 663,238 91,403 486,900 84,935 100,000 100,000 563,238 100.0%

認定こども園整備事業（（仮称）市立川西北こども園整備） 　（単位：千円）

芸術文化施設維持管理事業（みつなかホール天井等非構造部材落下防止対策工事） 　（単位：千円）

特 定 財 源
一 般 財 源

（事業名）

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

全 体 計 画

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

（款）

（項）

（款）

（項）

（事業名）
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予算説明資料３

（議決済分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

出在家団地建設事業 776,897
平成5年度

～
令和元年度

583,461
令和2年度
～10年度

193,436 　 　 193,436

社会福祉法人阪神福祉事
業団が行う阪神福祉セン
ター知的障害者更生施設
整備事業に係る損失補償
　　　(平成13年度分）

限度額

川西都市開発株式会社事
業運営資金に係る損失補
償
　　　(平成13年度分）

　 　 　 限度額

川西市都市整備公社事業
運営資金に係る損失補償
　　　(平成16年度分)

　 　 　 限度額

川西市都市整備公社に委
託して行う中央北地区内
の建物補償等に係る経費

建物補償等に
要する経費及
び利子相当額

協 定 に 基
づく期間

限度額 限度額

阪神北広域こども急病セ
ンター整備における借入
金の償還に係る経費

限度額

川西市中小企業振興資金
融資に係る損失補償
(起業家支援資金)
(小企業事業資金）
　　　(平成19年度分)

限度額

川西市都市整備公社事業
運営資金に係る損失補償
　　　(平成19年度分)

　 　 　 限度額

社会福祉法人阪神福祉事
業団が行う阪神福祉セン
ターななくさ学園移転改
築整備事業にかかる融資
補償

限度額

債務負担行為で令和３年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

平成13年度の借入れに伴い、平成14年度から令和3年度ま
で(20年間)に融資機関に損失が生じた場合、16,629千円に
年4.6％以内で算定される利子相当額を加えた額の範囲内
で補償するものとする｡

平成13年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業運営
資金について、平成13年度以降債務が消滅するまでの間、
融資機関に損失が生じた場合、500,000千円に利子相当額
を加えた額の範囲内で補償するものとする。

平成16年度に川西市都市整備公社が借り入れる事業運営資
金について、平成16年度以降債務が消滅するまでの間、融
資機関に損失が生じた場合、13,800,000千円に利子相当額
を加えた額の範囲内で補償するものとする。

平成19年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金につ
いて、平成20年度から令和19年度までの間、川西市が伊丹
市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定に基づく金額
を負担するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づく以
下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会に損失が
生じた場合は、以下の額を限度額として補償するものとす
る。
  起業家支援資金　　　当該融資額の20％
  小企業事業資金      当該融資額の20％

平成19年度に川西市都市整備公社が借り入れる事業運営資
金について、平成19年度以降債務が消滅するまでの間、融
資機関に損失が生じた場合、252,000千円に利子相当額を
加えた額の範囲内で補償するものとする。

平成21年度の借入に伴い、平成22年度から令和11年度まで
（20年間）に融資機関に損失が生じた場合、8,653千円に
年2.5％以内で算定される利子相当額を加えた範囲内で補
償するものとする。
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西都市開発株式会社事
業運営資金に係る損失補
償
　　　(平成25年度分）

限度額

市民体育館及び運動場整
備・運営PFI推進事業

川西市市民体
育館等整備・
運営PFI事業
契約に係る事
業 費
3,078,264 千
円に、金利変
動、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～18年度

限度額 限度額

阪神北広域こども急病セ
ンター改修設計における
借入金の償還に係る経費

限度額

電話交換機賃貸借に要す
る経費

28,400
平成28年度

～
令和元年度

7,020
令和2年度
～4年度

21,380 21,380

川西市低炭素型複合施設
整備ＰＦＩ事業

川西市低炭素
型複合施設整
備PFI事業契
約に係る事業
費10,183,320
千円に、金利
変動、物価変
動及び税制度
の変更に伴っ
て市が負担す
る費用を加算
した額

令和2年度
～19年度

限度額 限度額

阪神北広域こども急病セ
ンター改修工事における
借入金の償還に係る経費

限度額

平成27年度における地方
債証券の共同発行によっ
て生ずる連帯債務

平成27年度に
川西市が兵庫
県、姫路市、
尼崎市、豊岡
市、香美町と
共同発行する
地方債証券に
ついて、元金
2,300,000 千
円及びこれに
対する利子相
当額

令和3年度
まで

限度額 限度額

平成25年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業運営
資金について、平成25年度以降債務が消滅するまでの間、
融資機関に損失が生じた場合、500,000千円に利子相当額
を加えた額の範囲内で補償するものとする。

平成26年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金につ
いて、平成27年度から令和6年度までの間、川西市が伊丹
市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定に基づく金額
を負担するものとする。

平成27年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金につ
いて、平成28年度から令和27年度までの間、川西市が伊丹
市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定に基づく金額
を負担するものとする。
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西都市開発株式会社事
業運営資金に係る損失補
償
　　　(平成25年度分）

限度額

市民体育館及び運動場整
備・運営PFI推進事業

川西市市民体
育館等整備・
運営PFI事業
契約に係る事
業 費
3,078,264 千
円に、金利変
動、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～18年度

限度額 限度額

阪神北広域こども急病セ
ンター改修設計における
借入金の償還に係る経費

限度額

電話交換機賃貸借に要す
る経費

28,400
平成28年度

～
令和元年度

7,020
令和2年度
～4年度

21,380 21,380

川西市低炭素型複合施設
整備ＰＦＩ事業

川西市低炭素
型複合施設整
備PFI事業契
約に係る事業
費10,183,320
千円に、金利
変動、物価変
動及び税制度
の変更に伴っ
て市が負担す
る費用を加算
した額

令和2年度
～19年度

限度額 限度額

阪神北広域こども急病セ
ンター改修工事における
借入金の償還に係る経費

限度額

平成27年度における地方
債証券の共同発行によっ
て生ずる連帯債務

平成27年度に
川西市が兵庫
県、姫路市、
尼崎市、豊岡
市、香美町と
共同発行する
地方債証券に
ついて、元金
2,300,000 千
円及びこれに
対する利子相
当額

令和3年度
まで

限度額 限度額

平成25年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業運営
資金について、平成25年度以降債務が消滅するまでの間、
融資機関に損失が生じた場合、500,000千円に利子相当額
を加えた額の範囲内で補償するものとする。

平成26年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金につ
いて、平成27年度から令和6年度までの間、川西市が伊丹
市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定に基づく金額
を負担するものとする。

平成27年度に伊丹市が借り入れる地方債の元利償還金につ
いて、平成28年度から令和27年度までの間、川西市が伊丹
市、宝塚市、猪名川町との間で締結する協定に基づく金額
を負担するものとする。

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西市中小企業振興資金
融資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資
金）
　　　（平成28年度分）

限度額

小中学校及び幼稚園等空
調設備整備ＰＦＩ事業

小中学校及び
幼稚園等空調
設備整備ＰＦ
Ｉ事業契約に
係 る 事 業 費
3,166,472 千
円に、金利変
動、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～12年度

限度額 限度額

小学校通学路の防犯カメ
ラ整備に要する経費

137,052
平成29年度

～
令和元年度

58,788
令和2年度
～3年度

78,264 78,264

デジタル画像診断装置等
賃貸借

38,145
平成29年度

～
令和元年度

20,319
令和2年度
～3年度

17,826 17,826

けやき坂小学校校舎リー
スに要する経費

162,000
平成29年度

～
令和元年度

53,550
令和2年度
～3年度

108,450 108,450

施設警備業務委託 1,768
平成29年度

～
令和元年度

944
令和2年度
～3年度

824 824

市ホームページCMS運用
業務

16,937
平成30年度

～
令和元年度

6,719
令和2年度
～4年度

10,218 10,218

保育業務支援システム機
器賃貸借

2,940
平成30年度

～
令和元年度

1,176
令和2年度
～4年度

1,764 1,764

施設警備業務 2,959
平成30年度

～
令和元年度

1,120
令和2年度
～4年度

1,839 1,839

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づく以
下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会に損失が
生じた場合は、以下の額を限度額として補償するものとす
る。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

電話交換業務委託に係る
経費

16,838 令和元年度 5,722
令和2年度
～3年度

11,116 11,116

川西市土地開発公社事業
資金に係る債務保証
　　　（平成30年度分）

限度額

川西市中小企業振興資金
融資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資
金）
　　　（平成30年度分）

限度額

社会福祉法人阪神福祉事
業団が行うななくさ育成
園移転改築整備事業にか
かる融資補償

限度額

花屋敷団地等建替PFI事
業

花屋敷団地等
建替PFI事業
契約に係る事
業費
3,780,290千
円に、工事に
伴って仮移転
が必要な入居
者のための仮
移転先等の確
保に要する費
用及び金利変
動、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～4年度

限度額 限度額

公用車運転管理業務 90,861 令和元年度 27,576
令和2年度
～3年度

63,285 63,285

本庁舎前交通誘導業務 2,431 令和元年度 769
令和2年度
～3年度

1,662 1,662

職員定期健康診断業務 29,265 令和元年度 7,550
令和2年度
～3年度

21,715 21,715

職員肝炎検査業務 516 令和元年度 73
令和2年度
～3年度

443 443

平成30年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業資金
について、平成30年度以降債務が消滅するまでの間、
2,049,140千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債務を
保証するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づく以
下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会に損失が
生じた場合は、以下の額を限度額として補償するものとす
る。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％

平成30年度の事業着手に伴って融資を受ける事業資金につ
いて、令和元年度以降、債務が消滅するまでの間、融資機
関に損失が生じた場合、85,800千円に利子相当額を加えた
範囲内で補償するものとする。
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

電話交換業務委託に係る
経費

16,838 令和元年度 5,722
令和2年度
～3年度

11,116 11,116

川西市土地開発公社事業
資金に係る債務保証
　　　（平成30年度分）

限度額

川西市中小企業振興資金
融資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資
金）
　　　（平成30年度分）

限度額

社会福祉法人阪神福祉事
業団が行うななくさ育成
園移転改築整備事業にか
かる融資補償

限度額

花屋敷団地等建替PFI事
業

花屋敷団地等
建替PFI事業
契約に係る事
業費
3,780,290千
円に、工事に
伴って仮移転
が必要な入居
者のための仮
移転先等の確
保に要する費
用及び金利変
動、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～4年度

限度額 限度額

公用車運転管理業務 90,861 令和元年度 27,576
令和2年度
～3年度

63,285 63,285

本庁舎前交通誘導業務 2,431 令和元年度 769
令和2年度
～3年度

1,662 1,662

職員定期健康診断業務 29,265 令和元年度 7,550
令和2年度
～3年度

21,715 21,715

職員肝炎検査業務 516 令和元年度 73
令和2年度
～3年度

443 443

平成30年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業資金
について、平成30年度以降債務が消滅するまでの間、
2,049,140千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債務を
保証するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づく以
下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会に損失が
生じた場合は、以下の額を限度額として補償するものとす
る。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％

平成30年度の事業着手に伴って融資を受ける事業資金につ
いて、令和元年度以降、債務が消滅するまでの間、融資機
関に損失が生じた場合、85,800千円に利子相当額を加えた
範囲内で補償するものとする。

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

看護師等専門職員血液検
査業務

651 令和元年度 88
令和2年度
～3年度

563 563

検診衣借上料 11,258 令和元年度 3,707
令和2年度
～3年度

7,551 7,551

薬剤散布業務 36,190 令和元年度 11,990
令和2年度
～3年度

24,200 24,200

川西市知明湖キャンプ場
指定管理料

協定書に基づ
く管理運営に
必要な額

令和2年度
～3年度

限度額 限度額

川西市芸術・文化施設及
び川西市社会体育施設の
一部並びに川西市東久代
運動公園指定管理料

協定書に基づ
く管理運営に
必要な額

令和2年度
～5年度

限度額 限度額

施設清掃業務
（総合センター）

8,501 令和元年度 1,971
令和2年度
～3年度

6,530 6,530

施設警備業務
(アステ川西内(市民プラ
ザ・図書館))

18,124 令和元年度 5,812
令和2年度
～3年度

12,312 12,312

施設警備業務
（総合センター）

7,190 令和元年度 2,382
令和2年度
～3年度

4,808 4,808

川西市土地開発公社事業
資金に係る債務保証
　　　（令和元年度分）

限度額

川西市中小企業振興資金
融資に係る損失補償
（公害除去施設資金）
（都市計画事業資金）
（起業家支援資金）
（小口零細企業事業資
金）
　　　（令和元年度分）

限度額

（仮称）市立川西北こど
も園実施設計及び工事監
理業務委託

34,000
令和2年度
～3年度

34,000 34,000

令和元年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業資金
について、令和元年度以降債務が消滅するまでの間、
1,297,300千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債務を
保証するものとする。

川西市中小企業振興資金融資あっせん制度要綱に基づく以
下の資金の融資額について、兵庫県信用保証協会に損失が
生じた場合は、以下の額を限度額として補償するものとす
る。
　公害除去施設資金　　　　　当該融資額の21％
  都市計画事業資金　　　　　当該融資額の30％
  起業家支援資金　　　　　　当該融資額の20％
  小口零細企業事業資金      当該融資額の20％
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西市斎場指定管理料

川西市斎場指
定管理料
237,492千円
に、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～5年度

限度額 限度額

ごみ収集業務 1,131,498
令和2年度
～3年度

1,131,498 1,131,498

緊急通報システム事業委
託料

26,780
令和2年度
～6年度

26,780 26,780

放置自転車対策業務 94,121
令和2年度
～6年度

94,121 94,121

川西市コミュニティセン
ター及び老人憩いの家に
係る指定管理料

協定書に基づ
く管理運営に
必要な額

令和2年度
～6年度

限度額 限度額

施設清掃業務（本庁舎） 76,194
令和2年度
～4年度

76,194 76,194

施設清掃業務（保健セン
ター）

15,264
令和2年度
～4年度

15,264 15,264

施設清掃業務
（川西能勢口駅前広場
デッキ）

18,228
令和2年度
～4年度

18,228 18,228

施設清掃業務（教育支援
センター）

2,500
令和2年度
～4年度

2,500 2,500

施設清掃業務
（公民館（緑台外5
館））

9,174
令和2年度
～4年度

9,174 9,174

施設警備業務（本庁舎） 78,939
令和2年度
～4年度

78,939 78,939

施設警備業務（保健セン
ター）

5,616
令和2年度
～4年度

5,616 5,616
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

川西市斎場指定管理料

川西市斎場指
定管理料
237,492千円
に、物価変動
及び税制度の
変更に伴って
市が負担する
費用を加算し
た額

令和2年度
～5年度

限度額 限度額

ごみ収集業務 1,131,498
令和2年度
～3年度

1,131,498 1,131,498

緊急通報システム事業委
託料

26,780
令和2年度
～6年度

26,780 26,780

放置自転車対策業務 94,121
令和2年度
～6年度

94,121 94,121

川西市コミュニティセン
ター及び老人憩いの家に
係る指定管理料

協定書に基づ
く管理運営に
必要な額

令和2年度
～6年度

限度額 限度額

施設清掃業務（本庁舎） 76,194
令和2年度
～4年度

76,194 76,194

施設清掃業務（保健セン
ター）

15,264
令和2年度
～4年度

15,264 15,264

施設清掃業務
（川西能勢口駅前広場
デッキ）

18,228
令和2年度
～4年度

18,228 18,228

施設清掃業務（教育支援
センター）

2,500
令和2年度
～4年度

2,500 2,500

施設清掃業務
（公民館（緑台外5
館））

9,174
令和2年度
～4年度

9,174 9,174

施設警備業務（本庁舎） 78,939
令和2年度
～4年度

78,939 78,939

施設警備業務（保健セン
ター）

5,616
令和2年度
～4年度

5,616 5,616

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

施設警備業務（アステ市
民プラザ）

535
令和2年度
～6年度

535 535

施設警備業務（旧加茂幼
稚園）

1,180
令和2年度
～6年度

1,180 1,180

施設警備業務（中央図書
館）

535
令和2年度
～6年度

535 535

施設設備保守管理業務
（空調（保健セン
ター））

2,145
令和2年度
～4年度

2,145 2,145

施設設備保守管理業務
（電気工作物（小学
校））

17,445
令和2年度
～4年度

17,445 17,445

施設設備保守管理業務
（電気工作物（中学
校））

5,754
令和2年度
～4年度

5,754 5,754

施設設備保守管理業務
（電気工作物（特別支援
学校））

759
令和2年度
～4年度

759 759

施設設備保守管理業務
（消防設備（小学校））

10,560
令和2年度
～4年度

10,560 10,560

施設設備保守管理業務
（消防設備（中学校））

2,376
令和2年度
～4年度

2,376 2,376

施設設備保守管理業務
（消防設備（幼稚園））

681
令和2年度
～4年度

681 681

施設設備保守管理業務
（消防設備（特別支援学
校））

576
令和2年度
～4年度

576 576
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（今回議決分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

納税通知書等の封入等に係
る経費

8,979 令和3年度 8,979 8,979

川西市土地開発公社事業資
金に係る債務保証

限度額

川西都市開発株式会社事業
運営資金に係る損失補償

限度額

路線バス運行事業 限度額

旧川西高校跡地グラウンド
整備事業に係る工事監理業
務委託

7,486 令和3年度 7,486 7,486

（仮称）中学校給食セン
ター整備・運営ＰＦＩ事業

（仮称）中学校
給食センター整
備・運営ＰＦＩ
事業契約に係る
7,046,661千円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

令和3年度
～19年度

限度額 限度額

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

令和2年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業資
金について、令和2年度以降債務が消滅するまでの間、
1,130,230千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債務
を保証するものとする。

阪急バス株式会社が行う平野駅から多田グリーンハイ
ツ内・市立川西病院・山下駅経由、大和地域間に至る
バス運行について、令和2年度（下半期）における運行
に伴う収入が経費に満たない場合は、当該差額を限度
額として補助するものとする。

令和2年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業運
営資金について、令和2年度以降債務が消滅するまでの
間、融資機関に損失が生じた場合、500,000千円に利子
相当額を加えた額の範囲内で補償するものとする。

（単位：千円）
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（今回議決分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

納税通知書等の封入等に係
る経費

8,979 令和3年度 8,979 8,979

川西市土地開発公社事業資
金に係る債務保証

限度額

川西都市開発株式会社事業
運営資金に係る損失補償

限度額

路線バス運行事業 限度額

旧川西高校跡地グラウンド
整備事業に係る工事監理業
務委託

7,486 令和3年度 7,486 7,486

（仮称）中学校給食セン
ター整備・運営ＰＦＩ事業

（仮称）中学校
給食センター整
備・運営ＰＦＩ
事業契約に係る
7,046,661千円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

令和3年度
～19年度

限度額 限度額

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

令和2年度に川西市土地開発公社が融資を受ける事業資
金について、令和2年度以降債務が消滅するまでの間、
1,130,230千円に利子相当額を加えた額の範囲内で債務
を保証するものとする。

阪急バス株式会社が行う平野駅から多田グリーンハイ
ツ内・市立川西病院・山下駅経由、大和地域間に至る
バス運行について、令和2年度（下半期）における運行
に伴う収入が経費に満たない場合は、当該差額を限度
額として補助するものとする。

令和2年度に川西都市開発株式会社が借り入れる事業運
営資金について、令和2年度以降債務が消滅するまでの
間、融資機関に損失が生じた場合、500,000千円に利子
相当額を加えた額の範囲内で補償するものとする。

（単位：千円） 予算説明資料4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

地方債の平成３０年度末における現在高並びに令和元年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成３０年度末 令 和 元 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１  普通債 27,989,859 31,232,629 2,776,600 2,720,601 31,288,628

(1) 総 務 5,934,348 5,920,871 284,500 71,767 6,133,604

(2) 庁 舎 41,150 43,375 263,600 3,575 303,400

(3) 民 生 1,710,328 2,045,189 114,500 27,918 2,131,771

(4) 衛 生 521,814 561,063 45,100 34,133 572,030

(5) 清 掃 176,460 1,095,304 105,200 29,631 1,170,873

(6) 農 林 66,600 90,600 4,719 85,881

(7) 商 工 7,600 7,178 844 6,334

(8) 土 木 7,957,109 8,286,595 979,600 424,381 8,841,814

(9) 住 宅 824,915 1,114,426 625,100 32,753 1,706,773

(10) 消 防 3,038,111 4,601,768 289,400 995,701 3,895,467

(11) 教 育 7,711,424 7,466,260 69,600 1,095,179 6,440,681

２  災害復旧債 103,990 252,839 1,700 7,664 246,875

(1) 土 木 及 び 農 林 等 103,990 252,839 1,700 7,664 246,875

３  その他 30,589,384 30,350,696 3,132,120 2,624,563 30,858,253

(1) 災 害 援 護 資 金 154,305 146,991 7,706 139,285

(2) 減 税 補 て ん 債 612,795 466,124 137,114 329,010

(3)  　借 換 債 4,897,032 4,425,705 1,127,600 737,827 4,815,478

(4)  　臨 時 財 政 対 策 債 24,602,047 25,139,304 2,004,520 1,685,832 25,457,992

(5)  　減 収 補 て ん 債 323,205 172,572 56,084 116,488

合　　 　計　　
58,683,233 61,836,164 5,910,420 5,352,828 62,393,756

　令和元年度末現在高見込額は、令和元年度補正予算（第5回）に上程している数字である。

　上記調書の現在高等には水道事業会計からの借入に係る金額を含まない。

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　

備　考
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予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

本年度

前年度

職員手当
等の内訳

計

本年度

期末勤勉
手当

児童手当

その他の
特 別 職

議 員

計

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 備考
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

給料
合　計

計報酬
期末手当
年間支給
率（月分）

計

その他の
特 別 職

議 員
本年度

長 等

前年度

長 等

計

その他の
特 別 職

議 員

比　較

長 等

備　　考
報　　酬 給　　料

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
合　　計

職員手当等

前年度

比　 較

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

本年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

区　分

△ 404比　 較

前年度

△ 100

管理職員特別
勤務手当

管理職手当 合計

比　 較 △ 642
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予算説明資料

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

本年度

前年度

職員手当
等の内訳

計

本年度

期末勤勉
手当

児童手当

その他の
特 別 職

議 員

計

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 備考
地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

給料
合　計

計報酬
期末手当
年間支給
率（月分）

計

その他の
特 別 職

議 員
本年度

長 等

前年度

長 等

計

その他の
特 別 職

議 員

比　較

長 等

備　　考
報　　酬 給　　料

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費

共済費
合　　計

職員手当等

前年度

比　 較

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

本年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

区　分

△ 404比　 較

前年度

△ 100

管理職員特別
勤務手当

管理職手当 合計

比　 較 △ 642

　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

給与改定の状況

給料の改定率　　０．１％

平均昇給率　2.0％

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

地域手当 給料の増額に伴うはねかえり

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

（３）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

比　 較

合計

本年度
職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末手当 児童手当

前年度

比　 較

前年度

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当

比　 較

前年度

本年度

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

前年度

△ 201

予算定数増減等に伴う増減分

平均給料月額（円）

平　均　年　齢（歳）

給　　料

実施時期　平成３１年４月

備　　　　　考

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

区　　　　　　分 一般行政職

その他の増減分

区　　分 増減額 増減事由別内訳

平成３１年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

令和２年１月１日
現　　　　在

平均給与月額（円）

平均給与月額（円）

平　均　年　齢（歳）

説　　　　明

予算定数増減等に伴う増減分

26人

26人

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

給与改定に伴う増減分職員手当等

制度改正に伴う増減分 △ 201
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ウ　級別職員数

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員）［外書き］

（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

エ　昇給

平 成 ３１ 年
１月１日現在

１級

構成比
（％）

一般行政職

６級

区　　分 級

４級

職員数
（人）

１級

５級

令和 ２ 年
１月１日現在

計

７級

３級

２級

３級

６級

２級

４級

２号給（人）

７級

５級

号給数別内訳 ６号給（人）

計

４号給（人）

８号給（人）

一般行政職区　　　　　　　分

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

前
　
　
年
　
　
度

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

その他（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

号給数別内訳

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

８号給（人）

その他（人）

本
　
　
年
　
　
度

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

４号給（人）

６号給（人）

２号給（人）
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オ　期末手当・勤勉手当

（一般会計に同じ）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

（一般会計に同じ）

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当

国の指定基準に基づく支給率（％）

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和２年１月１日現在）

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域 川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

区　　　　分 一般行政職

ウ　級別職員数

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員）［外書き］

（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

エ　昇給

平 成 ３１ 年
１月１日現在

１級

構成比
（％）

一般行政職

６級

区　　分 級

４級

職員数
（人）

１級

５級

令和 ２ 年
１月１日現在

計

７級

３級

２級

３級

６級

２級

４級

２号給（人）

７級

５級

号給数別内訳 ６号給（人）

計

４号給（人）

８号給（人）

一般行政職区　　　　　　　分

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

前
　
　
年
　
　
度

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

その他（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

号給数別内訳

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

８号給（人）

その他（人）

本
　
　
年
　
　
度

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

４号給（人）

６号給（人）

２号給（人）
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− 331 −



− 332 −



− 333 −



− 334 −



− 335 −



− 336 −



− 337 −



− 338 −



− 339 −



− 340 −



− 341 −



予算説明資料

１一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

比　 較

前年度

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 児童手当 合計

本年度

比　 較

前年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

比　 較

前年度

本年度

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

合計

報　　酬 職員手当等 計

児童手当

前年度

住居手当

△ 1

共済費給　　料

△ 4,924 △ 1,216

前年度

本年度

比　 較 △ 3,830 △ 1,094 △ 6,140

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度

比　 較 △ 352 △ 30

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

前年度

期末勤勉
手当

本年度

△ 1,443比　 較 △ 1,094
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（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

給与改定の状況

給料の改定率　　０．１％

平均昇給率　0.5％

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

地域手当 給料の増額に伴うはねかえり

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

ウ　級別職員数

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員）［外書き］

※令和２年１月１日現在の構成比は端数のため、各級の数値を合計しても100％になりません。

制度改正に伴う増減分

４級

予算定数増減等に伴う増減分

平　均　年　齢（歳）

区　　分 増減額

昇給に伴う増加分

増減事由別内訳

△ 3,897△ 3,897

その他の増減分

給　　料

実施時期　平成３１年４月

予算定数増減等に伴う増減分

前年度

2人

備　　　　　考

給与改定に伴う増減分△ 3,830

説　　　　明

△1人

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

△ 50

２級

△ 674

３級

２級

平均給与月額（円）

６級

７級

５級

３級

3人

給与改定に伴う増減分

１級

級

計

５級

７級

４級

６級

計

平　均　年　齢（歳）

平 成 ３１ 年
１月１日現在

令和 ２ 年
１月１日現在

１級

平均給与月額（円）
平成３１年１月１日

現　　　　在

平均給料月額（円）

一般行政職区　　　　　　分

△ 674

その他の増減分

平均給料月額（円）
令和２年１月１日

現　　　　在

職員手当等 △ 711

区　　分

一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

△ 50

予算説明資料

１一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

比　 較

前年度

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 児童手当 合計

本年度

比　 較

前年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

比　 較

前年度

本年度

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

合計

報　　酬 職員手当等 計

児童手当

前年度

住居手当

△ 1

共済費給　　料

△ 4,924 △ 1,216

前年度

本年度

比　 較 △ 3,830 △ 1,094 △ 6,140

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度

比　 較 △ 352 △ 30

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特
別勤務手当

管理職手当

前年度

期末勤勉
手当

本年度

△ 1,443比　 較 △ 1,094
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（級別の標準的な職務内容）

（一般会計に同じ）

エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当
（一般会計に同じ）

川西市内全域

４号給（人）

区　　　　　　　分

６号給（人）

４号給（人）

号給数別内訳

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

その他（人）

号給数別内訳

２号給（人）

一般行政職

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

その他（人）

８号給（人）

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域

　

支給対象職員の比率（％）
（令和２年１月１日現在）

給料総額に対する比率（％）

国の指定基準に基づく支給率（％）

一般行政職

（一般会計に同じ）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

２号給（人）

８号給（人）

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

前
　
　
年
　
　
度

６号給（人）

本
　
　
年
　
　
度
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− 347 −



− 348 −



− 349 −



− 350 −



− 351 −



− 352 −



− 353 −



− 354 −



− 355 −



− 356 −



− 357 −



− 358 −



− 359 −



− 360 −



− 361 −



− 362 −



− 363 −



− 364 −



− 365 −



− 366 −



− 367 −



− 368 −



− 369 −



− 370 −



− 371 −



− 372 −



− 373 −



− 374 −



− 375 −



予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 備考
報酬 給料 地域手当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
期末手当 合　計

率（月分）

本年度

長 等

計

議 員

その他の
特 別 職

前年度

長 等

計

その他の
特 別 職

議 員

比　較

長 等

その他の
特 別 職

△ 8 △ 24,556

議 員

△ 34,108 △ 6,940 △ 41,048
△ 9,552
(△ 4.45)

△ 9,552計 △ 8 △ 24,556

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計

△ 34,108 △ 6,940 △ 41,048

備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

本年度

前年度

比　 較

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度

前年度

合計

比　 較 △ 216 △ 503

期末勤勉
手当

管理職手当

職員手当
等の内訳

児童手当

比　 較

本年度

区　分
管理職員特別

勤務手当

前年度
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　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

給与改定の状況

給料の改定率　　０．１％

平均昇給率　2.1％

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

地域手当 給料の増額に伴うはねかえり

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

比　 較

前年度

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末手当 児童手当 合計

本年度

比　 較

前年度

住居手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
宿日直手当

本年度
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当

比　 較

前年度

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費
区　分

職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計

本年度

制度改正に伴う増減分

△ 75

△ 75

平均給与月額（円）
令和２年１月１日

現　　　　在

平均給料月額（円）

その他の増減分

平　均　年　齢（歳）

一般行政職

予算定数増減等に伴う増減分

看護保健職

実施時期　平成３１年４月
前年度

備　　　　　考

備　　考

説　　　　明

給　　料

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

区　　分 増減額 増減事由別内訳

21人

21人

平均給与月額（円）

区　　　　　　分

平成３１年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

平　均　年　齢（歳）

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

職員手当等

その他の増減分

給与改定に伴う増減分

予算定数増減等に伴う増減分

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］
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ウ　級別職員数

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員）［外書き］

（級別の標準的な職務内容）
（一般会計に同じ）

エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当
（一般会計に同じ）

令和 ２ 年
１月１日現在

３級

５級

２級

３級

職員数
（人）

構成比
（％）

１級

一般行政職

４級

６級

区　　分 級

１級

２級

５級

７級

看護保健職
構成比
（％）

合　　計

７級

区　　　　　　　分

平 成 ３１ 年
１月１日現在

４級

６級

２号給（人）

職員数
（人）

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

４号給（人）

号給数別内訳

８号給（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

号給数別内訳

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

６号給（人）

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

８号給（人）

２号給（人）

その他（人）

６号給（人）

一般行政職

その他（人）

前
　
　
年
　
　
度

看護保健職

４号給（人）
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当
（一般会計に同じ）

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域 川西市内全域

　

支給対象職員の比率（％）
（令和２年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率（％）

看護保健職

　

区　　　　分

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

一般行政職

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

国の指定基準に基づく支給率（％）

− 379 −



予算説明資料２

（議決済分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

川西市高齢者世話付住宅
（シルバーハウジング）
警備委託

1,386
令和2年度
～6年度

1,386 1,386

特 定 財 源
一般財源

債務負担行為で令和３年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

− 380 −



 

 

 

 

 

 

 

 

川 西 市 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計                                 
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− 383 −



− 384 −



− 385 −



− 386 −



− 387 −



− 388 −



− 389 −



− 390 −



− 391 −



予算説明資料

地方債の平成３０年度末における現在高並びに令和元年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成３０年度末 令 和 元 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 先行取得債 4,378,843 4,504,127 355,300 291,998 4,567,429

(1) 用 地 先 行 取 得 2,887,849 3,433,875 355,300 80,751 3,708,424

(2)
土 地 開 発 公 社
用 地 買 い 戻 し 1,383,114 1,016,312 157,307 859,005

(3) 借 換 債 107,880 53,940 53,940

合　　 　計　　 4,378,843 4,504,127 355,300 291,998 4,567,429

備　考 令和元年度末現在高見込額は、令和元年度補正予算（第２回）に上程している数字である。

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　

− 392 −



 

 

 

 

 

 

 

 

川西市中央北地区土地区画整理事業特別会計                                   

予算説明資料

地方債の平成３０年度末における現在高並びに令和元年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成３０年度末 令 和 元 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 先行取得債 4,378,843 4,504,127 355,300 291,998 4,567,429

(1) 用 地 先 行 取 得 2,887,849 3,433,875 355,300 80,751 3,708,424

(2)
土 地 開 発 公 社
用 地 買 い 戻 し 1,383,114 1,016,312 157,307 859,005

(3) 借 換 債 107,880 53,940 53,940

合　　 　計　　 4,378,843 4,504,127 355,300 291,998 4,567,429

備　考 令和元年度末現在高見込額は、令和元年度補正予算（第２回）に上程している数字である。

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　

− 393 −





− 395 −



− 396 −



− 397 −



− 398 −



− 399 −



− 400 −



− 401 −



− 402 −



− 403 −



− 404 −



− 405 −



− 406 −



− 407 −



予算説明資料１

１特別職 （単位　千円）

２一般職
（１）　総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員及び任期付職員）［外書き］

比　 較 △ 1,317 △ 4,252 △ 100

前年度

本年度

区　分
管理職員特別

勤務手当
児童手当

△ 318 △ 1,083 △ 1,300

前年度

比　 較

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度

△ 20,831
△ 2

職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当

比　 較 △ 8,923 △ 8,123 △ 17,046 △ 3,785

前年度

職員手当等 計 共済費

本年度

△ 510 △ 9,591

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料

計 △ 2 △ 6,860 △ 2,221 △ 9,081

(△ 4.45)
△ 9,081 △ 510 △ 9,591

その他の
特 別 職

△ 2 △ 6,860
△ 2,221

議 員
比　較

長 等

その他の
特 別 職

議 員
前年度

長 等

計

計

議 員
本年度

長 等

その他の
特 別 職

地域手当
寒冷地
手   当

その他
の手当

計年間支給
率（月分）

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数
（人）

給　　　　与　　　　費

共済費 合　計 備考
報酬 給料

期末手当

職員手当
等の内訳

管理職手当 合計

△ 8,123

期末勤勉
手当

− 408 −



　イ　会計年度任用職員
（単位　千円）

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位　千円）

給与改定の状況

給料の改定率　　０．１％

平均昇給率　2.1％

職員数の異動状況

本年度

前年度

比　 較

地域手当 給料の増額に伴うはねかえり

期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増加分

住居手当 支給額の改定に伴う減少分

会計年度任用職員制度導入に伴う増加

（３）　給料及び職員手当等の状況
ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（一般会計に同じ）

比　 較

前年度

職員手当
等の内訳

区　分
管理職員特別

勤務手当
管理職手当 期末手当 児童手当 合計

本年度

比　 較

前年度

特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

本年度
職員手当
等の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 通勤手当 住居手当

比　 較

前年度

本年度

区　分
職員数
（人）

給　　　与　　　費
合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当等 計 共済費

前年度

制度改正に伴う増減分 △ 50

実施時期　平成３１年４月

その他の増減分

9人

昇給に伴う増加分

△ 9,671

△ 50

△2人

職員手当等

平　均　年　齢（歳）

平　均　年　齢（歳）

備　　　　　考区　　分 増減額 増減事由別内訳

給　　料 △ 8,923

説　　　　明

給与改定に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

区　　　　　　分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

一般行政職

平均給与月額（円）

△ 6,853

△ 6,843

令和２年１月１日
現　　　　在

平成３１年１月１日
現　　　　在

平均給料月額（円）

△ 6,843

予算定数増減等に伴う増減分その他の増減分

予算定数増減等に伴う増減分

△ 9,671

※（　　）は、短時間勤務職員［外書き］

11人
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ウ　級別職員数

※（　　）は、短時間勤務職員（再任用職員）［外書き］

（級別の標準的な職務内容）
（一般会計に同じ）

エ　昇給

令 和 ２ 年
１月１日現在

平 成 ３１ 年
１月１日現在

８号給（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

号給数別内訳

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

４号給（人）

６号給（人）

その他（人）

その他（人）

号給数別内訳

２号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

８号給（人）

前
　
　
年
　
　
度

４号給（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）　 　（人）

区　　　　　　　分 一般行政職

４級

５級

１級

６級

本
　
　
年
　
　
度

職員数（Ａ）　　　　　　　　 　（人）

２号給（人）

比 　率（Ｂ）／（Ａ）　　 　　　（％）

６号給（人）

２級

３級

７級

７級

区　　分 構成比
（％）

５級

６級

級
一般行政職

１級

４級

３級

職員数
（人）

２級
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オ　期末手当・勤勉手当
（一般会計に同じ）

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
（一般会計に同じ）

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当
（一般会計に同じ）

区　　　　分

国の指定基準に基づく支給率（％）

給料総額に対する比率（％）

支 　　給 　　対 　　象 　　地 　　域

一般行政職

支　給　対　象　職　員　数  　（人）

川西市内全域

支 　　　　給 　　　　率 　　　 　（％）

（令和２年１月１日現在）

　

支給対象職員の比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

− 411 −



予算説明資料２

（議決済分）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地 方 債 その他

中央北地区ＰＦＩ事業

中央北地区の整
備 等 に 係 る
ＰＦＩ事 業 費
2,996,910 千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に
伴って市が負担
する費用を加算
した額

令和2年度
～4年度

限度額 限度額

キセラ川西ＰＦＩ事業

キセラ川西ＰＦ
Ｉ事業協定変更
に係る事業費
819,686 千 円
に、金利変動、
物価変動及び税
制度の変更に基
づく改定を行っ
た額に、消費税
及び地方消費税
を加算した金額

令和2年度
～4年度

限度額 限度額

債務負担行為で令和３年度以降にわたるものについての令和元年度末までの

支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事 項 限 度 額
令和元年度末まで
の支出（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源
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予算説明資料３

地方債の平成３０年度末における現在高並びに令和元年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

  （単位：千円）

平成３０年度末 令 和 元 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 土地区画整理事業債 7,902,617 7,315,479 738,732 6,576,747

(1)
土 地 区 画 整 理
事 業 債 7,902,617 7,315,479 738,732 6,576,747

2  借換債 1,070,667 1,029,600 152,700 91,537 1,090,763

合　　 　計　　 8,973,284 8,345,079 152,700 830,269 7,667,510

備　考 令和元年度末現在高見込額は、令和元年度補正予算（第１回）に上程している数字である。

　　　　　　　　　　　　　      当 該 年 度 中 増 減 見 込            　

区　　　　分

　　　　　　　　　　　　　

− 413 −





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この冊子は、240部作成し、1部当たりの単価は約1,005円です。 




